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公有地の拡大の推進に関する法律（以下、「法」という。）に基づく土地取

得計画の提出について 
 

1 土地取得計画の目的 

法に基づき、市では買取協議をする地方公共団体等を決定することになりますが、翌年

度において買取希望のある土地について、事前に地方公共団体等から土地取得計画を入手

することで、事務を円滑に執り行うことを目的としています。 

 

2 対象となる地方公共団体等 

 法に基づき次の地方公共団体等が対象となります。 

買取協議のできる 

地方公共団体等 

(法第２条第２号・施行令第１条) 

地方公共団体，土地開発公社，港湾局，地方住宅供給

公社，地方道路公社，独立行政法人都市再生機構 

 

3 土地取得計画の対象となる土地の範囲 

 角田市内における法4条第1項第6号の土地（下図、色付き部分）について、買取希望があ

る場合は、土地取得計画を作成してください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 土地取得計画を提出する場合 

 翌年度において、対象となる土地がある場合は、年度末までに、土地取得計画を作成し、角田

市長まで提出ください。提出される場合は、当該土地の所在地を明示した 2,500 分の 1 以上の図

面を添付してください。 

 

 

 

 

 

都市計画 

施設 

 

200 ㎡ 

以上 

 

道路等の 

区域 

 

200 ㎡ 

以上 

市街化区域 

都市計画区域 

特定土地区画 

整理事業の 

施行区域等 

 

200 ㎡以上 

その他の 

市街化区域 

 

5,000 ㎡以上 

※ 一部例外（都市計画区域外の都市計画施設） 

その他の都市計画区域 

(市街化調整区域内の土地

を除く) 

10,000 ㎡以上 

※色付きの範囲が

対象になります。 
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【届出・申出制度のフローチャート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

 

 

注１）法：公拡法，則：公拡法施行規則，市要綱：公拡法第２章の事務取扱に係る要綱 

注２）要領及びその様式は市で定めた様式 

※この土地取得計画につ

いて、提出ください。 

土地所有者 

市長 買取りを希望する地方 

公共団体等がない場合 

土地所有者 買取りを希望する地方 

公共団体等がある場合 

第３者へ譲渡可 
協議主体となる地方 

公共団体等を決定 

土地所有者 協議主体の地方公共団体等 

協 議 

協議が整った場合 協議が整わない場合 

土地所有者と協議主体

である地方公共団体と

の間で売買契約締結 

届出書（法第４条） 

申出書（法第５条） 

通知（法第６条第３項） 

通知（法第６条第１項） 

※受理日から３週間以内 

土地取得計画 

 市要綱第２条 様式第１号 

 

 

届出・申出書 

則別記様式１又は２ 

 

受理書 

市要綱第５条 様式第２号 

 

買取り希望の照会・回答 

 市要綱第６条、第７条 様式第

３,７号 

 

買取りのない旨の通知 

 市要綱第６条 様式第４号 

 

地方公共団体等の決定 

 市要綱第８条 様式第６，７号 

 

 

 

 

買取りの協議 

 市要綱第９条 

協議の結果の報告 

 市要綱第１０ 様式第８号 

土地取得計画 

地方公共団体等から事前

に入手 

（市要綱第２条） 

第３者へ譲渡可 

土地所有者は買い取りに応ずる義務

はないが協議を拒んではならない。 

受理書 

（市要綱第５条） 


